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国家戦略特区ワーキンググループ ヒアリング（議事録） 

 

（開催要領） 

１ 日時 平成 26 年８月 15 日（金）15：00～16：06 

２ 場所 永田町合同庁舎７階特別会議室 

３ 出席 

＜ＷＧ委員＞ 

座長 八田  達夫 大阪大学社会経済研究所招聘教授 

委員 原   英史 株式会社政策工房代表取締役社長 

委員 秋山 咲恵 株式会社サキコーポレーション代表取締役社長 

＜有識者＞ 

   藤原 正志 有限会社藤原造林代表取締役 

＜事務局＞ 

       内田  要 内閣府地域活性化推進室長 

       藤原    豊 内閣府地域活性化推進室次長 

       松藤 保孝  内閣府地域活性化推進室参事官 

       宇野 善昌  内閣府地域活性化推進室参事官 

  ＜関係部局＞ 

宮国 永明 内閣官房日本経済再生総合事務局参事官 

 

（議事次第） 

１ 開会 

２ 議事 国有林野の民間開放 

３ 閉会 

 

 

○藤原次長 時間が押しておりまして、申し訳ございませんでした。 

 戦略特区のワーキンググループということで、本日は、有限会社藤原造林代表取締役の

藤原正志様にお出でいただいております。 

 八田座長から御指示をいただいたのですが、今の日本の林業の問題、特に私どもの区域

計画、区域会議を開いておる中で、民有林の議論は色々とあるのでございますが、国有林

の活用と言いますか、特に会社としての活用というところについての様々な議論がありな

がら、まだ知識が蓄えられていない部分がありますので、本日はそのあたりについて御知

見がおありになる有識者ということで、お出でいただいたということでございますので、

是非よろしくお願いしたいと思います。 



2 

 

 １時間の時間をとっておりますので、20分ないし30分のお話をいただいた上で、その後、

御議論ということにさせていただければと思います。 

 一応、議事録や資料は必要に応じて公開という形、原則公開という形でやっておるので

すけれども、その形でよろしゅうございますでしょうか。 

○藤原代表取締役 はい。 

○藤原次長 では、そう進めさせていただきます。 

 では、八田座長、よろしくお願いします。 

○八田座長 お忙しいところ、みんなが休んでいるところをいらしてくださってありがと

うございました。 

 別に藤原次長とは親類関係ではないですね。 

 今、次長からお話がありましたけれども、特に国有林のことに我々は関心があるのです

が、他にも、とにかく林業をもっと一体的にやる上でこういう規制が障害になっていると

いうことがあったら、それを特に特区でできることがあったら御提案いただきたいと思い

ます。 

 それでは、早速、お話をお願いしたいと思います。 

 公開について、もしこれはまずいなというところがあったら、ここのところは公開しな

いでくれとおっしゃってください。そうしたらそこは議事録から外しますから。 

 よろしくお願いします。 

○藤原代表取締役 突然、12日の日にこういった内容のものをやるからということで、と

りあえず、資料等はないのですけれども、私も現会長の後を引き継いで二代目になるので

すが、祖父からにすると三代目になるのですが、三代目でやってきた中でこのようなこと

ができたということをその資料で見てもらえればと思います。 

 今、ちょうど24年目なのですけれども、元々実家が県の請負事業をやっておりました。

その資料の中にもあるのですけれども、山梨は特殊な県でありまして、「山梨の森林」とい

うところがあると思うのですが、山梨県の森林の半分以上が県有林という内容になってお

ります。その県有林の造林の請負という形でうちの会長のほうで造林担当者という形で、

随意契約のような形で当初は山の管理をしていたというか、やらされていたと言ったほう

が間違いはないのです。県の行政の方が考えたものをうちの会長たちが仕様書に従ってや

っていくというやり方でやっておりました。今の国有林もほぼそういった行政の設計書で

山をつくるというか、山の管理をする形はそのまま今もやられております。 

 平成14年、森林法の一部改正があって、14年以降から山の請負ですから公共事業になる

のですけれども、公共事業がどんどん減ってきまして、うちでも若い子の雇用がすごく問

題になりました。当初は１日いくらという形で日額、どうしても雨、天候に左右されるも

のですから、日額での雇用という形になっていました。何とかそれを改善していかなけれ

ばならない。せっかく若い子が入って３年、４年、うちにも居ついてくれましたので、何

とかその子たちにいてもらうということで、色々模索をしていたところ、林野庁のホーム
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ページに森林法の改正ということで、30ヘクタール以上の山を確保できれば森林組合と同

等の作業ができますよという内容がありました。 

 本当に運よくその情報を見つけて、県のAGと言われていますが、林業普及員という人が

いるのですが、今はフォレスターとか、そういう制度になってきているのかもしれません

けれども、その方に相談したところ、藤原さん、どこかそういうところがあれば力になる

よという助言をいただきまして、甲府から車で30、40分のところに30ヘクタールの山を確

保しました。地主にダイレクトメールを送ったり、あと、そのときはまだ地籍から地主の

住所、電話番号が分かりましたので、電話をかけて、地主にアプローチをして、30ヘクタ

ールだったのですけれども、それにプラス地元の地主も含めまして、41ヘクタールの森林

の団地をそこに形成しました。 

 そこから本当に色々な工夫をしてきたのですけれども、本当に山を管理することの楽し

さがそこから、色々工夫もしてきたのですが、「概要」にあるとおり、間伐を主体に事業の

組立てをしていこうということで、補助金の制度も色々マニュアルというか、本がありま

すので、そういうものを見ながら、補助金を有効的に使って、森林組合と差別化ができる

森林経営というものをやっていこうということで、地主に提案して、41ヘクタールのとこ

ろから始めました。 

 色々やってくると、やはり一体的に山を管理する、転々とあった山が一つの固まりにな

るわけですけれども、一体的に山を管理する場合はどうしても作業道、基盤整備が必要だ

ということが分かりまして、奈良県の吉野林業地の岡橋さんという方に教わりながら、高

密の道を入れる作業をしました。 

○八田座長 甲府の周りの41ヘクタールの団地をおつくりになった際には地主から借りて、

おたくの会社、藤原造林が経営するという形態をとられたのですか。組合とかそういうも

のではなくて。 

○藤原代表取締役 そうです。受委託契約というものを結びまして、それで山の管理をさ

せてもらうという形です。 

○八田座長 地主たちはとにかく路網を入れても何してもいいよということで、どこに入

れると文句を言うとか、そういうことはなかったのですか。 

○藤原代表取締役 なかったです。 

○八田座長 分かりました。 

○藤原代表取締役 作業道を入れることによって、今度は立っている木が在庫になってき

まして、必要なときに必要な分だけ木材を出していく形ができました。それを色々な人に

見てもらって、山梨の北杜市とかそういったところにあと２団地追加で団地を今、策定し

ているところです。 

 それと国有林と何が関係あるのだということになるのですけれども、今まで１ヘクター

ルとか、２ヘクタールとか小さい山しかない人をまとめることによって、30ヘクタール、

40ヘクタール、今、うちでも427ヘクタールの地主の管理をしておりますけれども、色々な
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発展性が出てきまして、例えば、製材工場ではなくて、ハウスメーカーへの提案とかそう

いったこともできるようになりました。そちらからの提案で森林認証、FSCを取得したり、

そういったものをこちらから提案できるのは、まとめて集約した林業のおかげかなと思っ

ております。 

 うちの甲府の山にも隣接して国有林がありまして、以前、国有林のほうにも二度三度、

国有林の冨士川上流域、国有林のほうから何か案がないですかみたいなものがありまして、

それに一応、出したこともあります。やはり民間事業体だとどうしても、森林組合の場合

ですと国有林と森林組合で一団地を組むことが可能なのですが、民間の事業体、会社組織

とはそういった共同施業体ができないということで、法律的にもそれが引っかかるみたい

なことも聞いたことがあるのですけれども、その辺があってあきらめたというか、その林

野の方からそのようなことを聞きました。 

 この間、先生と話をしたときに、そういうことがあった中で、無理であれば国有林を貸

すとか、そういったことができればもっとやる気のある、せっかく大学を出て、林学を学

んだ人たちにこの世界にいてもらいたいというのがありまして、そういう人たちにも国有

林を開放することによって色々な発想ができるのではないかなと思っております。 

 ちょうど今、木材自体は価格の低迷ではありますけれども、低迷ではなくて、国際価格

と大体同等になっていますので、この中でどう林業をやっていくかということを考えるに

は若い人の力も必要だと思っていますので、そういうことで、国有林を一部開放していた

だいて、もちろん民有林と接点を持ちながら一体的に山の管理ができれば、ただ単に山を

全部切るのではなくて、徐々に徐々に在庫を外に出していく形で、供給と需要のバランス

をとりながら売っていくことが大きな面積があればできますので。 

 今、大規模の林業屋の場合は、やはり全部切ってしまって、川下に一気に流してしまい

ますので、どうしても木材の価格が、最初の１回目は１万円でも、次には9,000円とか、ど

んどん価格が落ちてしまいますので、そこをうまくキープできる形で、大きな面積を持っ

ていればそういうことが可能ではないかなと考えています。 

 うちでも実際、今、赤松林を多く抱えていまして、赤松というと今、ほとんど使われな

いのですけれども、そういった松を有効的に使うということで、もちろん市場からの注文

材にも応じたり、あと、合板会社、今はバイオマスのほうと、色々出先を四方八方当たり

ながらやっているところです。 

 本来、大きな面積を抱えることによって、ただ単に木を切るのではなくて、木を植えて

いく、次の代の山をつくっていくことも大きな面積があるとできますから、人材の育成に

もなりますし、ひいては地域の活性化にもつながると思っております。 

 うちにも当初、県有林の請負をやっていたときには会社の経営理念とかそういったもの

もなかったのですが、安定的に木材を売っていって、きちっと出口があることによって従

業員自体も、国際認証をとったりしていますので、スキルが上がります。従業員自体もこ

ういった理念をちゃんと頭の中に入れて作業をしてもらっていますので、そういう面でも
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人材育成にはなるのかなと思っています。 

 今、国有林でも、県有林でも、請負の形で伐出を行っているのですけれども、うちも一

昨々年、甲府の北部で生産請負という事業を請け負ったことがあります。 

○八田座長 県有林ですか。 

○藤原代表取締役 それは国有林です。 

 どうしても地主の民有林を観点している観点で、国有林内に壊れない、道幅が狭いので

すけれども、雨にも強い作業道を入れまして、木材を搬出するわけですが、そこで担当者

のほうから出る言葉は、道よりも材積、木の量をここまで出せといった縛りがあるもので

すから、色々なやり方があると思いますが、ほとんどの多くでは、木を出すためだけの間

伐作業が行われているのが事実だと思います。そこのところをなくしていくにも、民有林

と一体的に管理ができればいいのかなと思っています。 

 確かに国有林の経済的に木材を生産する場所は今までどおり国有林の管理でいいと思い

ますけれども、山的に平らではなくて急峻、ある程度傾斜があって、国有林の中で管理を

するのが難しいのであれば、そういった民有林とマッチングした中で管理できればもっと

いい山づくりができるとは思っています。 

 生産請負によって木材をどうしても何立方とか、木材は立方という単位で出すのですけ

れども、その木材を出すことによって民有林から出てくる木材の下落ということも起こり

ますので、その辺を、国有林的に経済林で回していく分にはある程度、必要なのかもしれ

ないですけれども、民有林とそういった形で管理ができればいいのかなと思います。 

 山梨は本当に、うちの近辺は国有林が１％しかなくて、そのうちの1,500ヘクタールぐら

いが甲府の中心にあります。あとは、2,000ヘクタールぐらいは静岡に近いところにあるの

ですが、確かに国有林の甲府の管轄のホームページなどを見ますと、そのうちの経営でき

る部分としては71ヘクタールということが書いてありますが、世界でも有数な森林国であ

って、本当に唯一の資源でもあるので、確かにここは水土保全林であるとか、ここは地元

の人たちと共存する森だとかという仕分けはあるものの、もう少し木材の利用方法を考え

てもいいのではないかなと思っていますので、そこのところを民間のほうに部分的に任せ

てもらえれば。民間の提案に対してのチェックはもちろん国有林の職員もやりますし、大

学の先生たちにもチェックをしてもらって、これだったらいいだろうとかという形でやっ

てもらえれば、もっともっと若い人が参入する機会が増えるのではないかなと思っていま

す。 

 カラーコピーでいっぱい作っていただいたのですけれども、うちも受託型の森林という

ことで、所有者に変わって経営を行うようになってから色々な考えが持てまして、今、近

くの427ヘクタールの250ヘクタールのほどの一団地があるのですが、そこの中心にゴルフ

場があります。そのゴルフ場を中心にバイオマスボイラーを導入してくれということで今、

話をしています。一応、ボイラー導入してもらうことによって、赤松を伐採したり、広葉

樹を伐採した後の枝葉を燃やすボイラー、もしくは発電までいければいいのかなと思って
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いますが、そういったことも今、そのゴルフ場と話をして、色々企画を練っているところ

です。 

 やはり大きい面積で管理をしていくことは時間もかかりますので、時間がかかる中で、

色々なやり方を考えられるのがすごくいいのかなと思います。 

 例えば、私が何か不慮の事故で亡くなったとしても、そのままその従業員なりがその山

をずっと管理できるので、地主にとってもそれはいいことだと思いますし、国有林の場合

でも、ある程度、15年スパンとかでチェック機能がちゃんと働いて、その山の状況をちゃ

んと見ていただくというか、そういう形がとれればいいのではないかなと思っています。 

 うちも、終わった現場に関しては、地主は１年に１回、見回りたい人は東京まで迎えに

来て、高速道路からそのまま山の頂上まで登ったりして、間違いない伐採というか、全部

切ってしまったわけではないよとか、ちゃんと間伐して山を手入れしているよというのを

見るために車の入れる道を造っておりますので、そういうこともやっていけば、不可能で

はないのではないかなと思っています。 

 これはうちに特化したことで申しわけないですけれども、そういった森林の整備、個人

の山を任せてもらったことで、機械もメーカー一辺倒の機械ではなくて、自分からこうい

う機械が欲しいということが提案できるのも昔の請負とは本当に変わったところだなと思

っています。 

 大体そのような内容です。 

○八田座長 どうもありがとうございました。 

 まず、受託管理型の森林施業をやっていらっしゃるから、これは民間の小口のところか

ら受託するだけではなくて、同じノウハウでもって国有林の受託もできるだろうというこ

とが根幹にあるわけですね。 

 私のつたない知識でも、フィンランドなどはものすごい林業国ですけれども、大部分が

小さい地主が持っていて、それを大きな受託管理型の会社が経営している。路網の設定な

どもそれを大規模にやっているということなので、まず、そのこと自体が日本でこれだけ

始まっているのは素晴らしいことだと思うのですが、藤原造林さんのほかにもこういう形

態は結構、日本で始まっているのですか。 

○藤原代表取締役 山梨でもう一社、うちと同じような形態でやっているところがありま

す。全国的に本当に集約化して、森林組合以外に個人の会社で集約化しているところも多々

出てきております。今、政権が変わって、面積が30ヘクタールから100ヘクタールになった

り、30ヘクタールになったりと色々あったのですけれども、そういった中で、一時、森林

組合の集約地が増えたのですが、ここへ来て、また国有林の開放とか、そういったことに

なると民間の人ももっとやる気を持って林業に取り組めるのではないかなと思っています。 

○八田座長 そうすると、そのときにまず、民間で受託する場合には、年数、これはかな

り長期的なスパンがなければまずいと思うし、一緒に借地契約をやったときに、終わった

時点でどういう資産が残っていなければいけないかということに関する条件が要ると思う
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のですが、それはどのようにされますか。 

○藤原代表取締役 うちの個人の山の管理の場合は、今、一番最新だと15年の契約で５年

ごとの更新という形をとっています。うちの場合は、赤松の林なので、松くい虫の防除も

含めてやっています。ここのところの温暖化で松くい虫のスピードも速くなってきまして、

その木を切って下に植えていかなければならないのですが、そこのところを全てうちに任

せていただいているので、将来的にこういう林形になるよということを地主のほうに提示

させていただいて、その山に向けて施業していくのを地主のほうに承諾してもらうという

形をとっています。もちろん１年ごとに間伐した場合は、それに対して地主に対価をちゃ

んと間伐代金なりをお支払いして、地主には必ず還元というか、木を切らせてもらうわけ

ですから、代金を払うのは当然ですから、そういったことをやりながら山づくりをしてい

ます。 

○八田座長 そうすると、対価は地代というよりは、生産物の共有というか、そういう形

ですか。切らない場合には何も払わないと。 

○藤原代表取締役 そうですね。 

○八田座長 なるほど。分かりました。 

 まず、国有林に移る前に、受託管理型の経営をやっておられる上で、この規制は困るな

ということはありますか。 

○藤原代表取締役 情報がなかなか取りづらいというのがありましたけれども、経営計画

を樹立したということで、一応、県のほうでも認めてもらいまして、それに対してここで

また団地をつくりたいよといえば、情報はいただきます。そこのところは解決してきたの

ですが、やはり今、一番大事になってくるのは境界の明確化がすごく大事なのかなと思っ

ていまして、どうしても私たちのやるGPSとかの測量だと地籍ではないので、地主の中には

地籍と勘違いしてしまう人もいますので、そこのところをもっとスピードを上げて地籍が

明確になればいいのかなと思っています。明確化の事業も国のほうから色々なそういった

法的な補助で出ておりますが、実際には地籍を明確にする形ではないので。静岡県などは、

この間ちょっと行ったときに驚いたのですけれども、各森林組合に測量士を置きながら、

地籍を全部やっていく。国と県の補助を使って地籍を明確化していますので、そういうと

ころを参考にスピードアップできればいいのかなと思っています。そこのところが今、一

番課題です。 

○八田座長 次に、先ほど例えば、国有林の経営を15年単位でもっておたくのような会社

が受託管理するといくつかのアドバンテージがあると。一つは、今のような請負だと、例

えば、作業道を造るとかということはやらせてもらえない。ともかく今のを前提に出せと

いうから非能率的なので、言ってみれば、ちゃんと作業道を造って、ある程度、何年かで

見ればコストを安くできるよということが一つですね。 

 もう一つおっしゃったのは、長い目で見ての価格への影響を考えないで供給するから、

結果的に値下がりしてしまうことがあると。だから、例えば、15年のスパンで考えて切り
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出すのをどういうタイミングでやったらいいかということを考えれば、かえって総売り上

げは長い目で見れば上がるだろう。民営化の利点というのは、その２点だと考えてよろし

いのですか。 

○藤原代表取締役 そうですね。あと、請負的な体制はないものですから、要は余分な予

算が要らないというのは大きいと思います。国有林の場合、発注するとやはり木を出すに

当たっても請負という形で出しますから、入札制度で出しますから、そういった余分なお

金がかからない。 

○八田座長 毎年入札するのですか。 

○藤原代表取締役 毎年あります。 

○八田座長 それをやらなくていいから、15年ごとにということになると。ある意味では、

15年ごとの、受入期間を１年から15年に延ばすという感じですね。 

 これには当然、森林組合も入札できることになるわけですね。 

○藤原代表取締役 そうです。 

○八田座長 それは真っ向勝負。 

○藤原代表取締役 そうです。 

○八田座長 森林組合も工夫するところは入っていい、結局は請負の期間を長くするとい

うことだというわけですね。 

 先ほど国のほうからか県のほうからか、向こうのほうからアプローチしてやってくれな

いかという話があったけれども、ちょっと話が立ち消えになったことがあるとおっしゃい

ましたね。それは請負ではなくて、もうちょっと期間を長くしてやろうという話だったの

ですか。 

○藤原代表取締役 それはないですね。こっちから提案は何度かしていますけれども、な

かなか。 

○八田座長 分かりました。 

 他の委員の方、どうぞ。 

○原委員 ちょっと今の続きで、すみません。請負契約を１年から15年とか長期にする時

に、制度的に制約があって、今、できないということなのですか。 

○藤原代表取締役 制度的というか、どうしても請負の場合だと予算が乗っかってきます

ので、それに縛られてしまうので、請負というか、借地権というか、管理契約ですね。委

託契約書みたいな形でやらせてもらえれば、以前こういった委託管理を行政と組むときは、

一般の森林商社の場合、木材を売ったから生産者を出してこれでおたくに戻しますよとい

ったときに、国とかの場合はそれを防ぐのは大変だというのは聞いたことがあるのです。 

 だから、その辺をどういう形で反映するかというのは本当に難しいところだと思います。 

 以前、考えたのは、借地的というか、もちろん開放ということを考えれば指定管理とか、

そういった形で将来的な林形はこうなればいいから15年という形がとれれば一番いいのか

なと思います。 
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○八田座長 そうすると、今は国有林と県有林をいわゆる民営化と称して、長い期間森林

組合なり民間なりにやってもらうというのはほとんどないということですか。 

○藤原代表取締役 ないですね。 

 山梨県は今もあるのですけれども、昔は貸地制度というのがありまして、林地を、一企

業ではないのですが、保護組合とかそういったところに貸地を貸すという制度があって、

それは薪炭材がメーンのときだったと思うのですが、そういった貸地制度はあります。国

有林ももちろんそういった貸地制度があると思うのですけれども、分収育林とはまた違っ

て、そこの地代を払うような形でそこを貸してもらうというのが、今、考えた中では一番、

山梨県の県有林のほうにも色々話はしているのですが、貸地制度をもう一回復活できない

ものかということを話しています。ただ、県有林のほうからの回答は、どうしても今の地

代に換算するから値段が高くなるよという話は聞いているのですけれども、やってできな

いことはないと言っていますが、それを考えるのだったら今、貸している人からまた貸し

で借りたほうがいいのではないかという話は、県のほうからはよく。 

○八田座長 既に借りた人はいるのですか。それは何年ぐらいの契約ですか。 

○藤原代表取締役 貸地制度の場合は、大体林地が40年ぐらいですね。そういった昔の制

度なのですけれども、林業をやる側にとってみるとすごくメリットが大きいというか、や

りがいのある期間なのです。例えば、昔などは本当に使われなかったカラマツなども、今、

40年あれば間伐を１回して、２回目の収穫ができますので、40年更地で貸してもらっても

そこに木を植えて、40年後にはもう一回木を全部切って返すというパターンができますの

で、それをやると今度は請負とかというのではなくて、借地料だけ払えば一番簡単にでき

るのかなとは考えました。 

○八田座長 入札にはこちらのほうが向いていそうな感じですね。出来高制というのは入

札がすごく難しいですね。 

○藤原代表取締役 貸地制度は昔からあるというのは聞いておりましたので、そんなもの

が現代版の林業という形で、昔はやはり森林を守っていくという形で色々な仕組みがなさ

れてきましたが、今からは森林を利用していくということを考えて、貸地という形ができ

ればいいのかなと思います。 

○八田座長 その際に、例えば、路網や何かをつくったときに、最終的には現状復帰など

しなくて、路網は自分でつくったのをそのまま残して返すという建前でやっても、それは

問題ないものですか。 

○藤原代表取締役 はい。問題ないです。 

○八田座長 そうすると、例えば、藤原造林さんが自分で保有している林のすぐ際の県有

林を40年借りて、当然一帯に路網を形成する。そして、40年が終わった段階で、何かのこ

とでもっと安く入札するところがあって、反対側の敷地の何とか造林さんが入札して勝っ

てしまったというとそれきりになってしまう。それはしようがないということですね。 

○藤原代表取締役 それをやることで、40年後も常に新しい考えを持っていないと、なか
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なか山の管理ができないのではないかと思います。ヨーロッパに行ったときも、ドイツに

行ったときに、木の太さが日本との一番の違いかなと思いました。30年差があるとかとい

いますが、本当に木を太らせれば必然的に１日に収穫する量も増えてきますので、全部切

ってしまうのではなくて、もちろん全部切ってしまうのも、大きな面積を管理すれば、獣

害とかのことを考えるとそういった制御も必要だし、場所によっては長く山を管理しなが

ら木を大きくしていくというところも必要だし、そうすると、トータルで需要先をたくさ

ん持てるという感じになりますので、今までの林業と全く違う林業ができるのではないか

と思います。 

○秋山委員 大変興味深い話をありがとうございます。 

 私はこの分野はほとんど素人なので、非常に興味深く聞いて、時間がいくらでも欲しい

ぐらい質問はあるのですけれども、今日のテーマにポイントを絞って伺いますと、民営化

のメリットだとか、どうすればそれがうまくいくのだろうかということについて、今のお

話で少しイメージが持てたのですけれども、逆に、そのように現状を変えていくために、

現状、森林組合があって、でも、こういう民営化の新しい取組をしないとよくならない、

今の課題、問題をもう一度ちょっと確認させていただけますか。 

○藤原代表取締役 国有林にしてもそうですけれども、小さい面積、小さい面積と言って

も国有林の場合、東北のほうに行くと、１回の発注が100ヘクタールとか200ヘクタールの

ところもあります。山梨なども30ヘクタールぐらいが大体通常で発注されます。県有林規

模になりますと、大体発注が２ヘクタールとか３ヘクタールの、もっと小さな面積になり

ます。 

 それを、山梨で考えると、山梨の国有林の発注が30ヘクタールと考えまして、それも含

めて広域的に管理が例えばできたとすると、まずどういう作業が一番効率的にできるのか、

もしくはどういうところにこういう材を売っていったらいいかということを考えながら、

道を入れたりとか、間伐を伐採していますので、そういった余計なお金がかからないとい

うのがまず一番のメリットだと思います。 

 うちも目指すところは補助金を使わずに最終的には利益を上げて、地主にお金を戻して

いくところを一番のポイントにしていますので、そこのところを、大きな面積になればな

るほどそういったかかるお金は本当に最小限で、最初の基盤整備は作業道だけでほぼ済ん

でしまいますので、その辺を広域的にやると、一番余分にお金がかからないというメリッ

トになるのかなと思います。 

 あとは、広域的に考えるということは、ヒノキがあったり、杉があったり、カラマツが

あったり、赤松があったり、広葉樹があったり、色々な木がその中にあるわけですから、

ヒノキ一辺倒とか杉一辺倒という単一樹種を販売するとリスクがなくなります。赤松がよ

ければ赤松、杉がよければ杉という、そういったことも考えると、色々な山を広域的に持

つことによって、色々な販売ができるのかなと思っています。 

○秋山委員 今、お話を伺っていると、本当にすごく経営的な観点で、今のお話などはい
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わゆるプロダクトミックス、売り上げは色々な商品で組み合わせをしたほうがいいという

お話であったり、お話を伺っていると、ちゃんと経営的な観点とか、経営の要素をもっと

持ち込めば、森林資源がもっと価値を持つものになりますよとおっしゃっているように聞

こえるのですけれども、そうだとすると、どこかに書いていましたけれども、例えば、補

助金を使わないでよくするような森林経営をする。では、逆に森林組合の現状やり方だと、

どういう部分にコストが。経営の構造がどう変わると理解したらよろしいのですかね。ち

ょっと質問が難しいかもしれません。 

○藤原代表取締役 森林組合の構造の内容は分からないのですが、多分そういうことがで

きるようになると、森林組合自体も補助金がもらえないとなると、木材の売り方を考える

とか、大分変わると思います。本当に国有林が場所的にそういうものを貸すから、それを

取りまとめなさいと、そこには優先的というか、最初の投資のうちは経営の仕方を考える

ためにある程度の努力をしなさいということは必要なのかもしれないですけれども、実際

にやり出せば、そういった補助金率、今、森林組合はほとんど補助金漬けになっています

ので、そこが多分大分カットされると思うし、もっともっと森林組合の中にもこうあるべ

きだと考えている人がいっぱいいるはずなのです。その人たちがもっともっと前面に出て

くるのではないかと思います。 

 日本の森林率というのはフィンランド、スウェーデンに次いで３番目か何かだと思うの

です。だから、やる気になれば絶対に向こうにも負けないと思いますので、あとは考え方

だけだと思っています。 

○八田座長 森林組合が得ている補助金というのは、請負の金額自体が、入札ではあるけ

れども国有林にとっては赤字であるという意味ですか。その他に、例えば、おたくの会社

だったら受けないけれども森林組合だったら受ける補助金となったらどういうものがある

のでしょうか。 

○藤原代表取締役 国有林の事業自体の中身は私も分からないですけれども、県有林など

を聞きますと、基本にあるのが補助金ベースで、県有林の事業が成り立っていると聞きま

す。 

 だから、補助金がなくなれば、県の行政としてももっとやり方を考えていかなくてはな

らないなと思うのですが、それが本当に徐々に徐々に少なくはなってきていますので、色々

な組みかえをしながら事業が出されるわけですが、森林組合の場合は、山梨の場合ですけ

れども、特に保安林という形で森林組合単独で受注できる事業がありますので、そういっ

たところでどうしても補助金漬けにならざるを得ないのかなというのがありますね。 

○八田座長 保安林からも木を出して切るのですか。 

○藤原代表取締役 保安林でも木を切って出すことは可能です。ただ、伐採率とかに制限

がありますので、そこのところをクリアしていかないと思ったほどの木は出ませんので、

難しい。 

○八田座長 保安林で要求される作業というのは具体的には何なのですか。間伐なのです
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か。 

○藤原代表取締役 全国一般的に、多分保安林での作業は切り捨て間伐ですね。それが一

番多いと思います。 

○八田座長 それも例えば、おたくの会社が受託すれば、かなり能率的にできるという面

はあるのですか。今、森林組合に独占権が与えられるという状況なのでしょうか。 

○藤原代表取締役 やろうと思えば、多分森林組合よりも販売するアンテナを持っていま

すので、十分利益は切り捨て間伐でも出せると思います。ただ、もちろん山は平らではな

いので、急峻なところもあったり、緩斜面もあったりしますので、その辺をうまく組み合

わせれば、出して十分採算が合うところはあると思います。 

○八田座長 どうやってもペイしようがないような場所まで保安林として間伐するのは無

駄だとよく言われます。そのようなものは全部放っておいて自然林にするのが一番保安の

観点からもいいということは言います。そのような、経済林に無理やりお金をつけて森林

組合をサポートしているというようなことなのですかね。 

○藤原代表取締役 そうですね。言葉を悪くすればそういう形になりますね。本当にそれ

を色分けして、保安林のところは１回皆伐とはいかなくても、択伐で全て木を出してしま

って、あとは放っておくという形が一番いいのかなと思います。 

 これから人口も減ってきますし、木材の利用ということからもっともっと減ってくると

思うので、そうしたら、個人の自伐林家を除いては、急峻なところでの無理な林業経営は

すべきでないと思いますし、うちも急峻地から、段々緩斜面地の人から信用をもらって、

そこで山の経営をしていますけれども、急斜面のところと緩斜面では全然作業効率も変わ

りますし、横づけで林業ができるというか、そんな形になりますので、そういうところの

色分けをするにも、保安林のことは今、八田先生が言われたとおりだと思います。 

○八田座長 一番最初はとにかくそういうところでも切って、皆伐なり何なりしなくては

いけないというのは、人工林だから放っておくと危ないということなのですね。だから、

一応何とか自然林にするためにですね。 

○秋山委員 先ほどおっしゃられたような、借地制度の現代版、基本的には長い期間借り

ることができるようにするというように制度を変える、あるいは変えたとしたときに、何

か今、どこかから困るとか、これが問題とか、そういう指摘が出るような部分は何かござ

いますか。 

 いいこと尽くめになりますか。 

○藤原代表取締役 いいこと尽くめではないかもしれませんけれども、困ること。 

○秋山委員 例えば、こうしましょうと言ったときに反対する人がいるのかなとか、みん

なもろ手を挙げて賛成してくださるのかしらとか、そういう質問なのです。 

○八田座長 こういうことなのではないのですか。昔は借地は永遠に借りてしまえたから、

貸しにくかった。しかし今は定期借地というものが出来たから。定期借地を利用すると、

きちんと戻ってくるから、昔とは事情が変わったかもしれないですね。 
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○藤原代表取締役 定期借地ですね。 

○八田座長 それが林業にはないのですよ。 

○秋山委員 定期借地が現代版の借地で。 

○八田座長 国有林がその制度を導入する。 

○藤原代表取締役 それを導入してもらえば、手を挙げる人はいっぱいいると思うのです

よ。ただ、十分利益を上げて、国有林の借地料を払っていることが必要になりますので、

そうすると、大きな面積があると売り方も考えなければならないし、物流も考えなければ

ならないし、そういう面ではおもしろい事業になるのではないかなと思うのです。 

○秋山委員 ちゃんとやればちゃんと稼げるとなれば、若い人も一生をかけてやろうと思

いますし、それも地域の活性化にもつながるので、すごく重要なポイントだと思います。 

○八田座長 それから、よく聞くのでは、林の性質が北のほうと、九州みたいな南ではず

いぶん違っていて、本州では割と路網をきちんとつくって徐々にやっていくのがいいのだ

けれども、九州は木が早く育つせいもあって、皆伐は重要なのだということを九州の人は

言うのです。 

 仮にそうだったとしても、今のような国有林なり県有林の借地制度はそれなりに使える

ということでしょうかね。 

○藤原代表取締役 そうですね。ある程度の面積があれば、法正林、例えば、１年に５ヘ

クタールずっと切っていたとしても、またサイクルで戻ってきますから、切って植えてと

いうサイクルで戻れますので、九州あたりでそれをやろうと思えばある程度面積はできる

のではないかと思います。 

 うちは今、社有林というものがないのですけれども、将来的には200ヘクタールぐらいの

社有林を持って、その中で自分の法正林的に作業ができるような形がとれれば、それがま

た新しいステップで楽しいのかなと思います。 

○八田座長 元々おたくの会社は請負専門の会社であったということなので、森林組合と

競合していた面もあるのではないですか。競争して入札で仕事をとっていたということな

のですか。 

○藤原代表取締役 そうですね。 

○八田座長 でも、随意契約だった。 

○藤原代表取締役 当初、平成７年までは随意契約で、県の仕事をやっていました。今、

こういう時代ですから、平成８年以降指名入札制度になりまして、今、そんな形でやって

いますけれども、ほぼといってはあれなのですが、うちが担当しているところで、例えば、

県の山で昇仙峡という観光地なのですけれども、石が落ちたりする急峻地はリスクがある

のでほとんどだれもやりませんので、うちがやらざるを得ないという箇所はいまだにあり

ます。 

○八田座長 そうすると、具体的には、例えば、県有林なり国有林にこの定期借地制度を

導入したときに、入札資格があるというのは誰でもいいというわけではないと思うのです。
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40年契約だとかなりな信用が要る。それは例えば、森林組合とか、今まで受託管理の経験

を持っている会社、それから、大きな森林経営をやっている住友林業とかそんなようなと

ころという形が対象になるのでしょうか。他にもありますか。 

○藤原代表取締役 もちろん対象としてはそういうところが対象になってきますけれども、

広く一般に求めるとかなり出てくるのかなと思います。本当に平成15年に、集約してお客

さんの山を預かってやるのは山梨でうちだけだったのですけれども、今、山梨県だけでも

同じようなことをやっているのは１社なのですが、他に大きな財産山がありまして、貸地、

県有林を借りていた地主の山なのですが、保護組合も貸地と契約してやっているところも

ありますので、そういう集約的なところは今、５～６件は山梨でやっていますので、そう

いう面では国有林をそうやることによって、色々な人から出てくるのではないかと思いま

す。 

○八田座長 あまり臆病にならずに開放したほうがいいというわけですね。 

○藤原代表取締役 やはり営業所をもちろんつくってもらうなりして、県内の業者でやる

のが一番地域循環というか、地域の雇用も考えたら一番いいのではないかと思います。 

○秋山委員 分かればで結構なのですけれども、今日伺ったお話は、山梨県ではというお

話が多かったのですが、これは都道府県、場所が変わっても、共通なお話だという理解で

よろしいですか。都道府県によって事情が異なることはあるのですか。 

○藤原代表取締役 都道府県によって事情が異なることは、岐阜から近畿のほうに行くと、

結構一森林商社というのはかなり大きな面積を持っているところもありますので、その辺

がちょっと違ってくるのかなという形ですね。基本的には日本の場合は５ヘクタール以下

の小規模林家が多いですから、その人たちと国有林がマッチングして、一つの山、ドイツ

などもそうですけれども、本当に分け隔てのないような山づくりをしていますので、そう

いう形をとらないと、海外と競争していくにはどうしても厳しいのではないかと思います

ので、先ほど先生が言われたように、山梨はどうしても県有林がありますから、ほとんど

国有林と似たような形なのですが、他の県に行っても大体それと似ているところですね。 

○八田座長 そちらはどうですか。 

○内田室長 よろしいですか。 

 事務局ですみません。実は数年前、私は地籍調査担当の責任者をやっていましたもので、

天に唾するというあれなのですけれども、四百数十ヘクタールというのは、その当時私が

色々お叱りを受けていたあれからみたら、すごく驚異な感じがいたしまして、普通、森林

は地籍調査率はおっしゃるように低いですね。よく地主をちゃんと確定できたなというこ

とと、それを地籍調査なり、本当は登記の問題かもしれませんけれども、もっと規制緩和

して、スムーズにいく方法というのを、天に唾するのであれなのですか。 

○藤原代表取締役 本当に最初の41で86ヘクタールになって、そこから色々な地主のとこ

ろへ営業に行ったというか、地主のほうから色々な話があって、面積が広がりました。や

はり熱心な方は元々境界が結構はっきりしていますので、言葉を悪く言うと、申し訳ない
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のですが、生きているうちに確定しておきたいという人が多いので、そういう方の力を借

りて大体確定はしております。 

 あくまでも、地主にそのときに言うのですけれども、うちでやるのは補助金も入ること

ですから、きちっとした境界ではないよということは明確に言っておきますが、森林を管

理する中での境界はここねという形でやっております。 

 先ほど先生が言われたように、課題の中で、うちも本当に小規模ながら小さな山が２ヘ

クタールほどあるのですけれども、それも分散しています。一つは会長、うちのおやじの

名義になっていますが、あとの二つはまだ２代前のおじいさんの名前になっていて、変え

ることが難しいですね。そこをどのように変えていくかというのも今、うちの課題でもあ

りますし、近くに司法書士の先生もいらっしゃったので、その先生に相談をしながら、今

年中か来年にできればそれを変えて、変え方も学びたいと思っています。 

○秋山委員 今、おっしゃったお話で、私も最近伺ったのは土地の登記が死んだ人の名義

になっていて、いざ何かに使おうと思ったときにものすごく困るという話をものすごく聞

くのですけれども、そうなっている要因、原因はどういうところだと理解すればいいです

かね。色々手続するとコストがかかるので、みんなそれを嫌がってやらないみたいなこと

も聞いたりするのですが。 

○藤原代表取締役 それが一番大きい要因だと思います。木材の単価が安い中で、名義を

変えるのに全部山の木を切ってしまって変えるなら変えるかもしれないのですけれども、

そういう手間暇がかかるというのと、どうしても行政的な手続をするとお金がかかるのも

あるから、そういうところは後回しになってしまうのではないかなと思いますね。 

 本当に木材の価格が悪くなったことによって、みんな山から離れていってしまったので、

そこを何とか山がまた戻せるように改善できれば、林業はよくなっていくのではないかと

思います。 

○八田座長 それは登記自体の登記費用というよりは、登記のために区画を確定するとか、

そこに金がかかるということですね。それは地籍とはまた別なのですか。 

○藤原代表取締役 地籍とは別ですね。 

○八田座長 地籍がはっきりしていてもダメなのですか。していればいい。 

○藤原代表取締役 はい。 

○八田座長 そうすると、地籍がはっきりしていないことには色々コストですね。 

○内田室長 おっしゃるとおりだと思います。 

○八田座長 本当なら国が金を投じるべきところですね。つまらないところに補助金を出

さないで、こういうところですね。 

○藤原代表取締役 そこをきちっとあれすると、最終的に税収も上がるとは思うのですが。

今、うちも別の司法書士からも話があって、うちのところから１時間ぐらい遠い山なので

すが、奥さんひとりで旦那さんも死んでしまって跡取りもいない。地方自治体に寄附を申

し出たいけれども地方自治体でも困ると。うちにもらってもらえないかという話も来てい
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まして、それも最終的には地籍をきっちり出すところにお金がかかると思いますので、そ

れをやることによって、また次のステップに上がれるのかなと思っていますので、そうい

うところもどんどんチャレンジしていきたいと思います。 

○藤原次長 地籍のところの議論は、別途構造改革特区提案などでも出ているので、また

どういう形で今、議論が進んでいるかは御紹介をさせていただきます。 

 あと、二つだけお尋ねしたいのですが、これは県有林の議論だと思いますけれども、指

定管理制度は適用にならないというのは、大元の法律があるから、通常の美術館とか図書

館みたいなわけにはいかないという理由からなのでしょうか。 

 それから、お話のあった貸地制度、これは大変興味深くお聞きしたのですけれども、国

の制度ではなくて県の制度としてあったということなのですか。 

○藤原代表取締役 国でもあったと思います。 

○藤原次長 それがなぜ今はなくなったかという経緯について、何か。 

○藤原代表取締役 国のほうは全く。山梨県は本当に国有林の森林率が低いので分からな

いです。 

○藤原次長 昔はそういうのがあったけれども、今はなくなったという経緯でしょうか。

それは調べてみたいと思いますか。 

○藤原代表取締役 県の行政の方と話をして、一番指定管理みたいにできるのだったら貸

地制度ですねと最近よく会話しますね。 

○藤原次長 今でもですか。でも、それはいつなくなったとおっしゃいましたか。大分前

に。 

○藤原代表取締役 山梨県の県有林の場合だと貸地制度は今でもあるのですけれども、新

規の受付は今はしていないですね。 

○藤原次長 制度としてあるけれども新規受付はしていない。どういう運用なのですかね。 

○藤原代表取締役 県のほうで言わせると、現代に合わせてしまうと地代が上がるから、

それがダメなのだみたいなことは言っています。ただ、無理なことはないと思うのです。 

○八田座長 借りているところはちゃんと事業はやっているのですか。 

○藤原代表取締役 借りているところは事業はほとんどしておりません。うちもそこの貸

地を、大内窪財産区という組合があるのですけれども、そこが借りている山の管理も受託

していますので、そういった管理組合さんの山を信用をもらって管理できることで一気に

面積が増えたという形です。 

○八田座長 間接的には県の借地をやっているということですね。ということは、問題な

くできるということですね。 

○藤原代表取締役 そうですね。 

○八田座長 所有者は県なのですね。 

○藤原代表取締役 そうです。土地の所有者は県です。ただ、ゴルフ場とかも20年ぐらい

前に新規に貸地に名乗りを上げたところもあったわけですから、林業をやるということを
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考えれば、林業の単価で山を貸してもらうことはそんなに不可能なことではないというか、

同じ予算を投じて山の手入れをするのだったら、そこに任せてしまったらという発想はあ

りますね。 

○八田座長 借地を従来しているところは40年たつときちんと返していますか。 

○藤原代表取締役 返していません。そのまま継続でずっと、半永久的。 

○八田座長 それがちょっと嫌だということもあるでしょうね。 

 おたくの場合には、よく皆さん信用して貸してくれましたね。それとも、皆さんも半永

久的になるだろうということを覚悟の上でやっているのですか。15年で。 

○藤原代表取締役 実際にはうちも１か所森林組合との競合で11年目にとられたところも

あります。森林所有者の保護組合の中には、森林組合の理事もいるのです。その理事の方

が総代とかになってしまうと、そこに関しては全部持っていかれるというのはよくありま

すね。 

○八田座長 原則論としては、向こうにとってはおそらく定期借地でやったほうがいいの

でしょうね。藤原さんが粘ると決めてしまえば粘れたのかもしれない。 

○藤原代表取締役 本当にこのトラックの写真を撮っているここなどはうちの完成形で、

作業道が入って、これからだというときにそっくりとられてしまったというパターンなの

で、そういうものがないのであれば、定期借地みたいな形でやれれば一番いいのかなと思

います。 

 民間の山に関しても、定期借地ということは私も今、考えていまして、将来的には貸地

的な形で林業ができれば問題はないというか、複雑な問題はあまり起きないのではないか

と。 

○八田座長 他にございますか。 

 非常に分かりやすい説明で、色々な示唆が得られたと思います。 

 どうも本当にありがとうございました。 


